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タイ歳入局の最新動向について 
  

   

お客様各位 

 

平素より格別のご高配を賜り、誠にありがとうございます。 

 

このたび、タイ歳入局（Thai Revenue Department以下「TRD」）の局長が民間オンラインメディアのイ

ンタビューにて、今後の税務執行の方向性について言及しました。以下では、皆様にとって特に有益と思

われるポイントを抜粋してご紹介いたします。 

 

Ⅰ. 税収目標への注力強化 

TRDは、網羅的な税収の増加を重視し高い税収目標を設定しています。VAT等の国内取引にかかる徴税

の強化に加えて、諸外国の税務当局との協力体制に基づく国際取引にかかる徴税の強化を掲げていま

す。また、各納税者の税務コンプライアンスを推進することにより、税務行政の円滑化・効率化を図って

いきます。 

 

Ⅱ. テクノロジーの活用による徴税の強化及び効率化 

AIを含むテクノロジーの活用を通じた税務データの収集、分析作業の効率化を図っていることを強調し

ており、テクノロジーの活用によりタイ全土から各税目について網羅的な税収増加と徴税体制の強化を

目指しています。 

 

Ⅲ. 国際課税の協力体制の推進 

多国籍企業に関わるクロスボーダー取引への徴税課題が増す中、TRDはグループ企業の税務プランニン

グの適正性に対する監視を強化しています。特に注目されているのは、BEPS（税源浸食と利益移転）対

策の「Pillar 1」「Pillar 2」や、移転価格税制に関する取り組みです。これらの取り組みにおいては、関

連会社間における、役務提供や研究開発費等の費用の適切な損金性や独立企業間価格原則への準拠が重要

視されています。 

 
 

KPMGのコメント 

 

歳入局長官の発言から読み取れるメッセージは、タイ政府が「徴税強化」を中核戦略として据えていると

いう点に集約されます。その中でも特に注目すべきポイントは、以下の 2点です： 

 

1. テクノロジー活用による税務調査の変化 

従来は税務調査の対象会社選定や進行スケジュールについて税務調査官の裁量にゆだねられる傾向にあり

ましたが、今後は AI等により機械的に税務調査対象が選定される可能性が高まっています。実際に、法

人税の中間申告と実際の年度申告額に大きな乖離がある場合(*)、TRD中央機関である LTO（Large Tax 

Office）から各地方税務署に調査対象企業のリストが送付される事例も確認されています。このような背

景から、企業における税務申告実務（社内プロセス）の見直しや外部のタックスヘルスチェックの実施が

一層重要となります。 

 

(*) 法人税の中間申告における年間見積所得が、実際所得よりも 25％以上低かった場合、「合理的な理

由」がない限り、納税不足額に対して 20％の延滞税が課される。 

 



2. 移転価格調査の強化 

TRDは従来の有形資産（棚卸資産）取引に加え、最近は以下のような無形資産取引も注視しています： 

• グループ内役務提供（例：マネジメントフィー） 

• ロイヤリティ支払い 

• 社内貸付などの金融取引 

これらの取引については、長年にわたり過去の慣例に基づく支払いを継続しているケースが見受けられる

ため、契約書や成果物の精査等（対価の妥当性）や独立企業間価格原則への整合性（価格設定の妥当性）

を再検討する必要があります。移転価格リスクを軽減し、コンプライアンスを確保するためには、ローカ

ルファイルの事前準備に加え、取引ごとの移転価格ポリシーの構築が推奨されます。 
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